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要旨 

日本国内の在留外国人は定住化が進んできており，それにともない地域日本語教育の重要性が

指摘されている。しかし国内の日本語教育において，国は文化庁から大きな指針を打ち出してはい

るが，地域の日本語教育は主としてボランティアが役割を担っている。そのため実施体制には地域

差があり，結果として，各自治体や地域の日本語教室には，試行錯誤を重ね教室を運営していくこ

とが求められている。 

地域日本語教育については多くの先行研究が行われてきたが，親子参加型の日本語教室研究，

および外国人散在地域における研究は多くない。各地域，各参加者に適合した教室活動を，それ

ぞれの教室が独自に考えて進めている現状がある。ここから，地域での実践者による実践研究の積

み重ねが必要であることがわかる。 

そこで本研究では，稿者がボランティアとして運営を担っている教室をフィールドとする。実践研

究を通じ，その教室の現状と課題，参加者のニーズを把握し，分析結果に基づき改善案を考える。

そして地域日本語教室の役割を考察し，今後，進むべき方向性を導き出すことを目的とする。 

実践のフィールドとした C クラブ 2000は，外国人散在地域である S市で月に 2回活動を行って

いる親子参加型の日本語教室である。現在，2003教室と 2011教室の 2か所で教室を開催してお

り，2003 教室には 4 家庭の親子が，2011教室には 5 家庭の親子または子どもが参加している。ス

タッフは両教室とも同じメンバー7 名（稿者含む）で行っており，午前に 2011教室，午後に 2003教

室で活動を行っている。それぞれの教室において活動時間は 2時間で，前半 1時間の個々人のニ

ーズに応えた勉強を行う「勉強の時間」と，後半 1 時間の「活動の時間」の，2 つのプログラムから構

成されている。「活動の時間」に参加者全員で工作や実験，ゲームや料理，文化紹介などを行うこと

で，体験を通じ日本語を獲得・運用していくことを重視している。これに加え，参加者の母語・母文化

を大切にすること，参加者の社会参加を目指すことが活動指針となっている。 

研究方法として，本研究ではフィールドの実態を明らかにするために，参与観察とインタビュー調

査を行った。参与観察では活動日ごとにフィールドノーツをとることとし，インタビューにはスタッフ 5

名，保護者 6家庭7名の協力が得られた。フィールドノーツのデータはインタビュー調査の結果を質

的に分析する際に，補足的に使用することとした。分析においては，日本語教育学会（2008）の「地

域日本語教室に期待される 5 つの場としての機能」を分析の参照枠とし，稿者が実践の場とする教

室でどの程度，実現できているかを検証した。 

参与観察から見えてきたことは，親子が一緒に参加し，日本語だけではなく母語・母文化

を大切にする活動や社会参加につながる活動を行うことで，保護者の活躍につながることが

第一に挙げられる。さらに，生き生きとしている保護者を子どもが見ることで，子どもの，

保護者に対する気持ちやルーツのある国の言語・文化に対する意識が変化し，自尊感情につ

ながる点もある。それに加えて，親子の絆が深まることで，子どもが精神的に落ち着いて学

んでいける基本姿勢がつくられていることが推察された。 

分析の参照枠とした「地域日本語教室に期待される機能」には，自分が自分として認めら

れる場―居場所，よりよい生活を確保するために必要な情報が入手できる場，異文化理解の

場，問題解決の場，社会参加を実現していく場の 5つが掲げられている。これらの場として

の役割に加え，本研究からは，子どもや親子が通う地域日本語教室には，「親子の絆を深める

役割」，「地域社会とつなげる役割」が期待されていることが明らかになった。 

地域日本語教育に関わる課題は日本語教育の分野だけにとどまらず，他分野にまたがって

存在する。地域日本語教室が日本語教育を行う場としてだけではなく，さまざまな取り組み
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を行い，行政や学校教育関係をはじめとする日本語教育以外の組織とも連携していくことが

不可欠となる。そのためにも，今後，より多くの地域日本語教室が課題や実践知を言語化し，

発信していくことが，地域・家庭・学校の連携や，外国人政策に大きく影響すると考えてい

る。 
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